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当資料は、信頼できると思われる情報に基づいて作成しておりますが、弊行がその正確性、確実性を保証するものではありません。ここに記載された

内容は事前の連絡なしに変更されることもあります。当資料は情報提供のみを目的としており、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に

関しては、お客様御自身でご判断下さいますようお願い致します。                   ＊禁無断転載 

２０１０年３月５日から３月１４日まで、中国の第１１期全国人民代表大会(略称：全人代。国会に相当)第三次会

議が、北京で開催されました。会議にて、２０１０年の経済発展の目標や方針、国民生活の関連政策などについ

て論議が行われました。また、全人代代表選挙法の改正を行いました。主な内容は以下の通りです。 

 

１．２０１０年の主要経済・社会発展目標 

 ２０１０年目標 ２００９年実績(参考値) 

GDP 成長率 ８％前後  ８．７％ (目標８％前後) 

CPI(消費者物価指数)    ３％前後 ▲０．７％ (目標４％前後) 

都市部失業率  ４．６％以内    ４．３％ (目標４．６％以内) 

 
２．主な経済発展方針について                                                (1 元＝13 円で換算) 

積極的な財政政策 １．０５兆元(約１３．７兆円)規模の赤字予算による適度な赤字財政を保ち地方債の代理発

行を継続する。 

適度な金融緩和政策 ・人民元新規貸出額を７．５兆元(約９７．５兆円)にする。(参考：２００９年実績は９．６兆元) 
・人民元相場の安定化を図る。 

国内消費の拡大 
･各種生活補助の水準を高め、中低所得者層の消費能力を増すと共に、新しい消費分野

の育成に注力する。 
･「家電下郷」政策の限度額、対象品目等を更に拡大する。 

経済構造の調整 技術革新、企業再編、戦略的新興産業（新エネルギー、環境保護等）育成等による経済

構造の調整を今年の重点目標とし、経済発展方式の転換を加速させる。 
 

３．社会・民生に係わる政策について                                            (1 元＝13 円で換算) 

雇用、医療、社会保

険 

【雇用】雇用促進に４３３億元(約５，６３０億円)を投入する。 
【年金】企業定年退職者の基本年金を更に１０％引き上げる。 
【医療保険】医療保険の財政補助基準を昨年より５０％増の１２０元に引き上げる。 

所得配分 ・所得配分構造の改革に着手し、配分制度を調整する。 
・所得配分秩序の規範化を更に進めると共に不正収入の取り締まりを堅持する。 

不動産市場 
・一部都市の住宅価格の過度の急上昇を抑制し、不動産市場の安定成長を促進する。 
･社会保障的住宅への補助資金は昨年度より８１億元増の６３２億元（約８，２２０億円）を投

入する。居住用住宅の売買支援策を継続する。 

農村インフラ建設 

･「三農（農業・農村・農民）」向けの財政投入を昨年より９３０億元増の８，１８３億元(約１０．

６兆円)とする。 
･戸籍制度改革を促進し、条件に合う農民を都市戸籍に加入させ、都市部住民と同等な

利益が享受できるようにする。 
 
４．全人代代表選挙法の改正について 

  今回の会議では、上記に加え全人代代表の選挙法の改正案が採択され、従来、代表１人を選出する格差が

農村部と都市部で 4 対 1 になっていたものを是正しました。                   
【出典：中国国家統計局・全国人民代表大会ＨＰ】 


